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クロサカ タツヤ
オリジネーター・プロファイル技術研究組合 事務局長

慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 特任准教授

【略歴】
1999年慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科修了。三菱総合研究所を経て、2008年に株式会社 企（くわだて）を設立。
通信・放送セクターの経営戦略や事業開発などのコンサルティングを行うほか、総務省、経済産業省、OECD（経済協力開発
機構）などの政府委員を務め、政策立案を支援。2016年からは慶應義塾大学大学院特任准教授を兼務。近著『5Gでビジネス
はどう変わるのか』（日経BP刊）。

【主な役職等】
- 一般社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（JPNIC）理事（2024年～）
- 経済産業省 令和5年度 Web3.0・ブロックチェーンを活用したデジタル公共財等構築実証事業 有識者委員会（アドバイ

ザリーボード）座長（2024年～）
- OECD DFFT専門委員会 委員（2024年～）
- 総務省 5G普及のためのインフラ整備推進ワーキンググループ（2024年～）
- 総務省 デジタルビジネス拡大に向けた電波政策懇談会（2023年～）
- 総務省 デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会（2023年～）
- 総務省 5GビジネスデザインWG（2023年）
- オリジネーター・プロファイル技術研究組合事務局長（2022年～）
- 総務省 電気通信事故検証会議／非常時における事業者間ローミング等に関する検討会（2021年～）
- 総務省 デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会 小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する

作業チーム（2021年～）／放送業界に係るプラットフォームの在り方に関するタスクフォース(2023年～）
- 公正取引委員会 デジタルスペシャルアドバイザー（2021年～）
- 内閣官房デジタル市場競争本部 Trusted Web推進協議会委員／同TF座長（2020年～）
- 総務省 ICTサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの検証に関するWG委員（2018年～）
- OECD WPDGP（データガバナンス及びプライバシー作業部会）日本政府代表団員（2009年～）
- 総務省 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合（2016年～）、等
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課題意識
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インターネット空間には、喫緊の課題が数多く存在します

情報の真偽

多業者介在による
広告取引の不透明性

広告の不正取引

FAKE?FACT?

Digital advertising transparency

Where is the money going?

4

フィッシング詐欺、なりすまし 生成AIにより、真偽の見分けが
よりつかなくなる可能性

望まないサイトに
広告が掲載されてしまうリスク
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官公庁から企業まで、様々な法人がリスクに晒されています
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※ 読売新聞に掲載された記事およびGoogleの検索結果から作成しました
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報道機関を騙った詐欺サイトも次々出現

投影のみ
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アジア各国で同様のフィッシング行為が横行

無断利用厳禁。悪質広告ブロックツール「GeoEdge」のレポートより

各国の誘導広告 各国版フィッシングサイトへ
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生成AIで、偽サイトは巧妙化へ

あなたは新聞記者です。俳優のA氏がアメリカの投資サイト「Lucrativefund.com」でレ
バレッジ投資を用いて10億円の運用益を稼いだという記事を作成してください。記事の
中にはレバレッジ投資について説明も入れてください。

俳優A氏、アメリカの投資サイトでレバレッジ投資 10億円の運用益を達成

人気俳優A氏が、アメリカの投資サイト「Lucrativefund.com」で行った巧妙なレバレッ
ジ投資により、10億円の運用益を上げたことが分かりました。

レバレッジ投資とは、投資家が持っている元本よりも多額の資金を使って投資を行う手
法で、市場の小さな変動から大きなリターンを狙うことが可能ですが、同時にリスクも
高まります。A氏はこの高リターン・ハイリスクの戦略を巧みに駆使し、成功裏に利益
を上げたとされています。

「Lucrativefund.com」は、投資家に幅広い投資機会を提供するプラットフォームとして
知られており、A氏はこのサイトを通じて慎重なリサーチと独自の戦略を展開しました。
彼の成功の一因として、分散投資と市場動向への敏感な対応が挙げられています。

A氏はレバレッジ投資においても冷静で計算された手法を取り入れ、適切なタイミング
でエントリーとエグジットを行うことで、市場の波に乗り、膨大な利益を得たと見られ
ています。専門家やアナリストの意見も参考にし、投資のプロセスにおいて合理的な意
思決定を行ったとされています。

この驚異的な成功により、A氏は投資界においてもその名を轟かせ、多くの投資家たち
にとって手本となる存在となりました。今後も彼の投資戦略や活動に注目が集まりそう
です。
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多額の広告費がアドフラウド等の被害に
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全世界＝約２兆円*
広告収入を稼ぐことだけを目的に、センセーショナルな見出し、挑発的な画像等でページビューを
生み出す「MFA (Made for Advertising) 」と呼ばれるウェブサイトに流れた広告費。
「2025年までに、デジタル広告は組織犯罪グループにとって、麻薬取引に次ぐ収入源になる見通
しだ」（世界広告主協会）***という指摘も。

日本＝約1300億円**
（広告詐欺に流れた広告費）

* Programmatic Media Supply Chain Transparency Study First Look, 全米広告主協会, 2023年6月
** アドフラウド調査レポート 2022 通年版, SPIDER LABS,  2023年3月
** https://techcrunch.com/2021/07/07/navigating-ad-fraud-and-consumer-privacy-abuse-in-programmatic-advertising/
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コンテンツの発信元証明が必要だと考える人は90％にのぼります
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2022年7月8日付朝刊
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ＯＰ技術研究組合
理事長 村井純

これらの課題を解決するために、
OP技術の開発を進めています
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インターネット上の偽･誤情報等に対する
各国・地域の対応

12
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欧州①

17年: ドイツが偽情報対策の「ネットワーク執行法」を施行

18年: EUが、プラットフォーマーや広告事業者らに自主的な対応を求める「行動規範」を策定
①不正確・虚偽の広告や収益化のインセンティブを防ぐ策をとる ②広告は編集コンテンツと明
確に区別 ③ユーザのメディアリテラシー向上を支援する――など。フェイスブック、グーグ
ル、ツイッターなどが同意し署名

22年: EUが行動規範を更新
①偽情報の発信者に広告収入が入らないようにする ②偽アカウントやAIを使ったディープフェ
イクの監視を求める ③政治広告はだれが出したかわかりやすくするーーなど。グーグル、メタ
など30以上の企業・団体が署名

同年: EUのデジタルサービス法（DSA)施行
ネットユーザの保護を図るのが主旨で、偽情報の拡散防止をIT企業に義務付け。さらに大規模
PFに対しては対応内容の開示義務なども。23年8月適用開始。メタ、グーグル、バイトダンス
が域内ではDSA対応仕様に変更すると発表。アマゾンは指定を不当として異議申し立て

偽情報の拡散防止を義務付けるなど法制化。AI規制法案も採択
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欧州②
23年：EU欧州議会本会議で「AI規則法案」を採択。EU加盟各国との協議へ
「透明性」「多様性、無差別、公平性」「社会と環境に対する健全性」など7項目の一般原則をも
とに、「リスクベースでのAI分類」等示し、それぞれに応じて義務や禁止事項を定めた。違反した
場合は最大約65億円もしくは全世界売上高の7％（アルファベットの場合で約2.8兆円）の罰金。

図の出典

pwc「欧州AI規制案の解説」

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/column/awarenes
s-cyber-security/generative-ai-regulation03.html
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米国

憲法修正第1条で表現の自由を手厚く保護も、AIに対して規制導入

法的規制には慎重姿勢で、PFの自主的な取り組みを促す。16年大統領選に関連し、17～18年
に上院委員会で公聴会。外国の干渉・介入や偽情報などについて、フェイスブックのザッカー
バーグ、ツイッターのドーシーといったCEOらが証言

AI開発に対しては23年10月30日、バイデン大統領が大統領令を出し、①開発企業に安全性テ
ストの結果など共有を義務付け②サービス公開前に政府が安全性に関する検証を実施－－な
ど。アメリカでAIに対する法的拘束力を持つ規制の導入は初
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日本

23年にAIや偽･誤情報拡散に対する対応を推進

18年: 総務省の有識者会議「プラットフォームサービスに関する研究会」開始

20年: 最終報告書で、「政府の介入は極めて慎重であるべき」だとして、SNSなどを運営する
IT事業者に自主的な取り組みを促した

23年: ・「広島AIプロセス」でAI開発者向けの指針及び行動規範等の策定を推進し、10月
30日に「国際指針」「国際行動規範」を公表

・11月 「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会」発足
・11月 G7競争当局が共同声明を採択。巨大IT企業によるAI支配に対し危機感
・12月 AI事業者ガイドラインをとりまとめて公表予定。「人間中心」「説明責任」

など10原則
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生成AIとフェイク
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デジタル広告市場の現状
～なぜデジタル広告が狙われるのか～

18
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インターネット広告費は3兆円以上で、さらに成長中

日本の広告費

7兆3167億円

うちインターネット広告費

3兆3330億円（全体の45.5％）

近い将来には構成比50%を超える可能性も

電通「2023年 日本の広告費」
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インターネット広告費のうち最大シェアは「運用型」

① 運用型広告が2兆3490億円で、前年比
110.9％の二桁成長となり、インターネット
広告媒体費に占める構成比は87.4％まで上
昇。
→広告詐欺のモチベーション

② 動画広告が6860億円と前年比115.9％の
二桁成長。
→虚偽動画作成のモチベーション

電通「2023年 日本の広告費」
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運用型広告とは

広告主/広告会社は半自動的に広告効果を高め、メディア側も半自動的に収益を得ることができる

取引手法。広告枠は市場で取引され、1秒未満と言われる制限時間内で最高値をつけた広告主に販売

される。ただし、取引先の信頼性を電子的に担保できる仕組みが完全には導入されておらず、「ネ

ット広告は抜け穴だらけ。稼ぐ方法は腐るほどある。」*とも言われる。
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運用型広告の功罪

運用型広告は広告主が広告効果を高めやすいとされる一方で、掲載先が無数のメディアにな

るため、広告主は自社の広告がどこに掲載されているのか把握が難しい。結果として、「漫画

村」が行っていたような、実際のユーザーは閲覧をしていないにも関わらず、広告主に広告費

が請求されるような詐欺行為も横行する。

「デジタル広告の現在のビジネスモデルは、虚偽のニュースの拡散を

促している」（MIT シナン･アラル教授）*、「2025年までに、デジタル

広告は組織犯罪グループにとって、麻薬取引に次ぐ収入源になる見通

しだ」（世界広告主協会）**などの指摘がある。

• https://hbr.org/2018/07/truth-disrupted
** https://techcrunch.com/2021/07/07/navigating-ad-fraud-and-
consumer-privacy-abuse-in-programmatic-advertising/

図の出典: 2023年9月20日 読売新聞朝刊



Originator Profile CIP CONFIDENTIAL

Originator Profile技術の概要
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ウェブコンテンツに「コンテンツ発信者の真正性」を付与

24

詐称不可能な形でウェブコンテンツにIDを付与し、ウェブに流通させる技術です。
コンテンツ発信者が誰なのかがわかります。

拡散しよう

フェイクニュースを
流そう

感染者が徐々に減ってきたな

東京都で新たに１００万人コロナ感染・・・全国的に
感染大爆発 読売が発出した

証拠がつかない

※ X社などSNS各社の協力が前提です

※ 配信先企業の協力が前提です

読売OP

※ 現時点の想定です

SNS

SNS
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Why ウェブコンテンツ？

25

サイト全体の運営者
LINEヤフー

記事コンテンツの発信者
読売新聞社

広告の発信者
ラクスル
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詐称ができない仕組み

26

OP利用者
（企業など）

OPレジストリ
（実験段階はOPCIPが運営）

企業そのものに関する情報
企業名

ドメイン
所在地

企業理念・編集方針
業界団体

第三者認証

などを想定

ユーザー
（ブラウザ）

④発信するコンテンツに、
OPとセットになるDP
（Document Profile、
コンテンツ単体に関する情報）
を登録

第三者機関

①組織情報を登録

③確認した登録内容を参照する
ためのOPを発行・取得

⑤コンテンツにOPとDPのセ
ットをつけて配信

②登録内容を確認

登録内容を第三者機関が確認
するので、登録内容の詐称が
できない。

OPとDPをセットにしないと機能
しないので、片方だけを入手して
も詐称できない。

発行先が登録者であることを
電子的に確認するので詐称が
できない。
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OPは、ウェブ上でコンテンツの発信者とその信頼性の判断に資する情報を検証可能なデータと
して付与する技術で、Web広告市場に参加する事業者がOPを利用して取引相手の検証をしたう
えで広告取引をすることで、ブランドセーフティリスクの軽減、アドフラウドの排除、市場の透
明性向上など、現在のWeb広告のビジネスモデルが改善できると考えています。

広告流通でもOPを活用

広告主 DSP* SSP*
悪意ある
メディア

ユーザー

取引が
成立しない

①広告発注
・予算
・期間
・ターゲット

②入札・落札 入札依頼3
入札依頼

・最低単価
・ユーザー属性

2

ページアクセス1

発行者が確認可能
な状態

OPIDに
よる確認

OPIDに
よる確認

OPメディア
指定発注

OPIDなし

OPレジストリサーバーOP登録依頼、OPID発行

広告が掲載されない
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第三者機関への所属情報、認証情報などで信頼性も付与します

28

OPは、あくまで「コンテンツ発信者の真正性」を流通させる技術です。第三者機関による認証を
受けたり、主要な業界団体への所属等を利用要件することを想定しています。

OP ＝ 情報を流通させる技術

認証機関Ａ
による認証企業

認証機関Ｂ
による認証企業

業界団体Ｃ
の所属企業

OP技術を利用

信頼性情報を紐付けたOPを
インターネット空間に発信

※ 現時点の想定です
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ユーザーインターフェース

29

OP技術がブラウザに標準搭載（もしくは拡張機能として搭載）された場合のイメージ
①OPボタンをクリック

②オリジネーター（コンテンツ発信者）情報が表示される。
メディアの場合は掲載された広告主の情報も表示される。

情報は改竄不可能な形で
登録サーバーから取得

※ 現時点の想定です

掲載されている運用型広告

Originator Profile

ABC社

XYZ

大手町
カンパニー

Originator: コンテンツを発行した組織

読売新聞東京本社
The Yomiuri Shimbun

Address: 所在地
東京都千代田区大手町1-7-1
1-7-1, Otemachi, Chiyoda-ku, Tokyo, Japan

この組織は第三者認証を受けています

JICDAQ（デジタル広告品質認証機構）

無効トラフィック対策 [有効期限内]

ブランドセーフティ [有効期限内]

この組織は団体に所属しています

日本新聞協会

認証機関

所属団体

＞詳細情報を見る

いろは
コーポレーション

Originator Profile

ABC社

XYZ

大手町
カンパニー

Originator: コンテンツを発行した組織

読売新聞東京本社
The Yomiuri Shimbun

Address: 所在地
東京都千代田区大手町1-7-1
1-7-1, Otemachi, Chiyoda-ku, Tokyo, Japan

この組織は第三者認証を受けています

JICDAQ（デジタル広告品質認証機構）

無効トラフィック対策[有効期限内]

ブランドセーフティ[有効期限内]

この組織は団体に所属しています

日本新聞協会

認証機関

所属団体

＞ 詳細情報を見る

いろは
コーポレーション
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OP憲章：なぜOPに「憲章」が必要か？
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• OP及びOPを開発する主体の社会的責任の明確化

✓ OPが必要とされる背景や理由を明らかにし、その利用によって実現が期待される便益を明らかにする

✓ OPという技術が目指す使命・理念・行動指針・目的（MVV+P）を示す

✓ OPの開発主体（現在はOP技術研究組合）が担うべき責任や遵守すべき事項を示す

• OPの開発と利用にあたって遵守すべき価値観の明確化

✓ OPの開発と利用が貢献する社会的な価値を特定する

✓ とりわけ重要な概念である「真正性」と「信頼性」を定義する

✓ OPの利用主体が社会において有する特性・性質や、利用主体に期待される役割を示す

• OPの開発主体が備えるべきガバナンスの最低限の要件の規定

✓ OP技術研究組合の基本姿勢

✓ 倫理委員会の設置とその在り方

✓ 憲章自体の見直しの可能性の担保
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憲章の構成（前文）
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• いまなぜOPが必要か

✓ 市民が安心して利用できない状況の発生といった情報空間の危機的状況の認識

✓ 偽情報が氾濫する背景としての行き過ぎたアテンション・エコノミーの拡大

✓ 真偽不明な情報に囲まれた市民の認知の歪み

• OPの目的と憲章の位置づけ

✓ OPは、情報の真正性と信頼性を市民が合理的に推測・判断するための指標となり、知る権利の具体的

な実現に寄与する

✓ OP憲章は、OPが適切に運用・利用されることを保証するもの
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憲章の構成（第１条）
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• OPの基本理念

✓ 健全な情報空間の構築を通じて、民主主義の発展、個人の生命・健康の維持、財産の保護に資する

• 重要な概念の定義

✓ 真正性：ある識別名称を名乗っている情報発信主体が、確かに当該名称を持つ実在する主体であり、

かつその発言、発信内容が改ざんされていないことが確認できること

✓ 信頼性：当該情報発信主体が、民主主義社会に対して責任ある発信主体として、自らが策定した情報

発信ポリシーに従っていること、および当該ポリシーを実現するに足るガバナンスを備えていること
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憲章の構成（第２条、第３条）
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• OPを使う情報発信主体の基本姿勢（第２条）

✓ OPを使う情報発信主体が各社で定めるポリシーにおいて、基礎とすべき事項を明確化

✓ 情報発信主体がガバナンスの確立に努めることを求める

✓ 特にマスメディアは（一般企業とは異なり）情報の発信と流通に極めて大きな社会的責任を有するこ

とを明確化

• OP運用の基本的な考え方（第３条）

✓ OPのID（識別子）を付与する際の条件を示す

✓ 具体的には、第２条にいう情報発信ポリシー、ガバナンス、所属する業界団体等の性質（またはそれ

と同程度に第１条の基本理念に沿った情報発信主体であるかどうか）
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憲章の構成（第４条、第５条、第６条）
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• OP組合の基本姿勢（第４条）

✓ 組合が遵守すべき原則を示す

✓ 具体的には、表現の自由の保障、知る権利の保障、公正性および独立性の確保、透明性及び説明責任

• 倫理委員会（第５条）

✓ OPが高い倫理性をもって運用されることを確保するため、理事長により設置される

✓ OPを使った情報発信に問題があると、一般市民、団体内部、報道機関等から通報があった場合、必要

な調査を行い、状況に照らして、見解、勧告、ID停止または更新拒否を措置できる

• 憲章の見直し（第６条）

✓ 憲章は必要に応じて柔軟に見直される
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OP憲章起草委員会の構成

35

• 座長

山本 龍彦（慶應義塾大学大学院法務研究科教授）

• 共同座長

宍戸 常寿（東京大学大学院法学政治学研究科教授）

曽我部 真裕（京都大学大学院法学研究科教授）

• 委員

鈴木 秀美（慶應義塾大学メディア・コミュニケー

ション研究所教授）

鳥海 不二夫（東京大学大学院工学系研究科教授）

長塚 真琴（一橋大学大学院法学研究科教授）

林 秀弥（名古屋大学大学院法学研究科教授）

水谷 瑛嗣郎（関西大学社会学部准教授）

• オブザーバー

クロサカ タツヤ（OP技術研究組合事務局長、慶應

義塾大学大学院政策・メディア研究科特任准教授）
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日本発の技術として国際標準･ブラウザ標準搭載を目指します

36

インターネットに関する仕様の国際標準化団体「World 

Wide Web Concortium (W3C) 」に技術提案を行い、

主要ブラウザ（Safari, Chrome, FireFox等）に標準機

能として搭載することを目指します。OP開発を推進する

メンバーには、W3Cのボードメンバーを務める村井純教

授、W3Cで国際標準化交渉に携わった経験のあるエンジ

ニアらが揃っています。

村井純: OP CIP理事長、Board Director W3C 
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2023年7月1日付 読売新聞朝刊1面

2023年8月3日付
読売新聞朝刊1面

「G7群馬高崎デジタル･技術大臣会合 デジタル技術展」
出展（2023年4月28日-30日、Gメッセ群馬）

WAN-IFRA「第74回世界ニュースメディア大会」
（2023年6月30日、台北）での講演

普及に向けた取り組み

37

理解醸成、普及推進の取り組みも進めています。
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メディア業界や広告業界の枠を超えて推進していきます
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大 学 慶應義塾大学サイバー文明研究センター

メディア 朝日、産経、日経、毎日、読売、The Japan Times、News Corp
北海道、福島民友、北國、中国、中日、神戸、中国、山陽、愛媛、
高知、佐賀、宮崎日日
日本テレビ、フジテレビ、TBS、NHK、小学館、Magaport

通信社 共同通信、時事通信

広告会社 ADK MS、電通、博報堂DY MP

アドテク fluct（SSP）、momentum（アドベリ）

プラットフォーマー／アグリゲーター スマートニュース、LINEヤフー

技術･通信 WebDINO Japan（ブラウザ技術開発）、NTT、電通総研、ビデオリサーチ

------

組合員以外で協力をお願いしている企業・団体

業界団体 JICDAQ、広告関係、メディア関係などの認証機関や業界団体

広 告 主 複数の広告主が実験協力の予定

行 政 経済産業省、デジタル市場競争本部

参加検討中、説明済み企業
上記以外の新聞社、出版社、放送局、ウェブメディア、大手プラットフォーマーなど多数

2024年1月現在

メディア大学

広告会社広告主

アドテク

通信

業界団体

行政
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ほかの技術、取り組みとの違い
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EV SSL ～組織の実在などを認証
ドメインを使用する組織の実在、所在地などを確認して認証。ドメイン単位のため、プラットフォーマーに配信されたコンテンツなど、サ
イト運営者とコンテンツ発信者が異なる場合に対応ができない。

OGP ～SNSへ送る発信者情報
SNSシェアボタンなどに埋め込まれる、コンテンツ発信者、コンテンツの内容、画像等が記載できるメタデータ。
検証可能な仕組みがないため容易に詐称が可能。

C2PA ～画像･動画の制作･編集情報
画像や動画ファイルの作成者や編集者など来歴情報を署名付きで記載できる。テキスト記事への署名は検討していない。また、作成者や編
集者の信頼性を判断するための仕組みはない。

JTI Standards ～メディアの信頼情報の紙認証
メディアに対する認証で、編集方針、誤報対応、収入源など130項目を提出し検証を受ける。ウェブコンテンツに対して電子的な署名等をす
るものではない。国境なき記者団が設立したJournalism Trust Initiativeが運営。

JICDAQ (日) / TAG (米欧) ～広告業務の適切さを紙認証
デジタル広告の掲載に関する業務を適切に行っている事業者を認証。ウェブコンテンツに対して電子的な署名等をする
ものではない。JICDAQは一般社団法人デジタル広告品質認証機構、TAGはTrustworthy Accountability Group。

ads.txt ～サイトのなりすましを排除
広告取引中に仲介事業者がメディアのIDを確認する仕組みで、なりすましサイトに広告が掲載されることを防ぐ。サイト運営者であれば誰
でも設置できる。検証できるのはメディアが設置したIDにとどまる。

NewsGuard ～メディアの点数付け
コンテンツの信頼性、独自性、サイトの所有権、資金調達など9つの独自基準でサイトを1～100のスコアに評価。
ブラウザの拡張機能で表示する。
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スケジュール
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■ステージ0「プロトタイプ開発･CIP設立準備期」（〜2022年3月）
・プロトタイプ開発（～2022年6月）
・インターなるPoCによるOP挙動の具現化
・CIP設立時組合員の募集とCIP設立（2022年12月）

■ステージ1「OP開発推進期」（〜2023年度内）
・広告取引におけるOP活用の検討･PoC、運用型広告連携実験
・コンテンツ流通におけるOP活用の検討･PoC、サンプルサイト制作･

試験実装、CMS向けリファレンス実装 など
・W3C（World Wide Web Consortium）に加入

■ステージ2「実装運用開始期」（2024年度）
・実験、開発をさらに推進
・国内で実装し一部実運用を開始
・標準化の働きかけを本格化

■ステージ3「普及推進期」（2025年度）
・国際的な普及推進
・Chrome、Safariなどブラウザへの標準搭載推進

※ 2024年1月時点での想定です 開発会議
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